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１ 地域密着型サービスとは 
 

 高齢者が要介護状態等となっても、住み慣れた地域で安心して生活を続けることができるよう、日常

生活圏域において要介護者等に対しサービスが提供されることを目的として、平成１８年度に創設され

ました。 

「地域密着型サービス」は、その地域での生活を 24時間体制で支えるための仕組みであり、利用者

の日常生活圏域内にサービス提供の拠点を置くことが求められます。 

 

（１）地域密着型（介護予防）サービスの種類および内容 

サービスの種類 サービスの内容 

１ 定期巡回･随時対応型訪問介護看護 重度者をはじめとした要介護高齢者を、日中・夜間通じて、訪問

介護と訪問看護が密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対

応を行うサービス 

２ 夜間対応型訪問介護 夜間の定期的な巡回訪問や通報システムにより、介護を必要とさ

れる方の自宅で入浴、食事等の介護などを実施するサービス 

３ 地域密着型通所介護 利用定員（事業所で同時に指定通所介護の提供を受けられる利用

者の数の上限）が 18 人以下の事業所で、必要な日常生活上の世

話と機能訓練を行うサービス 

※利用定員が 19 人以上の場合は、都道府県等が指定する通所介

護事業所 

４ （介護予防） 

認知症対応型通所介護 

認知症で介護を必要とされる方を対象に、デイサービスセンター

などに通所し、入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活上の世話、

機能訓練等を行うサービス 

５ （介護予防） 

小規模多機能型居宅介護 

通所を中心に利用者の選択に応じて、訪問や短期宿泊などを組み

合わせて、介護や日常生活上の世話、機能訓練等を行うサービス 

６ （介護予防） 

認知症対応型共同生活介護 

共同生活の住居に入居する認知症で介護を必要される方に、入

浴、排せつ、食事などの介護や日常生活上の世話、機能訓練等を

行うサービス 

７ 地域密着型特定施設 

入居者生活介護 

定員29人以下の有料老人ホーム等に入所する介護を必要とされ

る方に、食事や入浴などの介護や機能訓練を行うサービス 

８ 地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

定員29人以下の特別養護老人ホームに入所する介護を必要とさ

れる方に、食事や入浴などの介護や機能訓練、健康管理、療養上

の世話を行うサービス 

９ 看護小規模多機能型居宅介護 小規模多機能型居宅介護と訪問看護を「複合型サービス」として

提供し、通い・訪問・宿泊・看護を柔軟に組み合わせることによ

り、利用者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう支援する

サービス 
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（２）地域密着型サービスとそれ以外のサービス種類 

市町村が指定・監督を行うサービス 北海道が指定・監督を行うサービス 対象者 

・地域密着型サービス 

・居宅介護支援 

 （委託を受けた場合は要支援者も対象） 

・居宅サービス 

 （短期入所等） 

・施設サービス 

 （特養、老健、医療院） 

要介護者 

・地域密着型介護予防サービス 

・介護予防・日常生活支援総合事業 

 （訪問、通所の現行相当サービス等） 

・介護予防支援 

・介護予防サービス 

 （短期入所等） 
要支援者 
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（３）地域密着型サービスの仕組み 

① 指定・指導権限 

・指定・指導監督の権限は、保険者である市町村が有する。 

・原則として、事業所が所在する市町村の被保険者のみがサービスを利用できる。 

所在市町村以外の被保険者が利用する場合は、改めて当該他市町村から指定を受ける必要がある。

その場合、事業所所在市町村⾧の同意を得なければならない。 

 

② 地域単位の適正な基盤整備 

・市町村介護保険計画に定められた市町村（又は日常生活圏域）ごとの利用定員の総数を超える場合

には、指定をしないことができる。 

※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の３サービスに限る。 

 

③ 地域の実情に応じた指定基準・介護報酬の設定 

・市町村は地域の実情に応じて、国が定める基準の範囲内で、独自の指定基準や報酬を設定すること

ができる。 

 

④ 公平・公正な仕組み 

・公平・公正の観点から、市町村は指定の適否の決定や、独自に指定基準等を設定する際には、関係

者の意見を反映させるための措置を講じなければならない。 

➩被保険者、学識経験者、介護サービス事業者などで構成された「運営委員会」等を組織し、意見反

映の場とする。（名称や構成員等は市町村ごとに異なる。） 

 

 

「帯広市地域密着型サービス運営委員会」 

  地域密着型サービスの適正な運営を確保するため、被保険者・利用者・事業者・学識経験者等が参

加し、 

①地域密着型サービス事業所の指定に係ること。 

②地域密着型サービスの指定基準及び介護報酬の設定に係ること。 

③サービスの質の確保、運営評価その他市⾧が必要であると判断した事項。 

などに意見を述べるほか、必要事項を協議する目的で設置されます。 
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（４）地域密着型サービスの利用の仕組み 
 

【事業所所在地に居住する被保険者（利用者）の場合】 

 

① 事業所所在地のＡ市（保険者）が事業所の指定を行う。  

② 被保険者（利用者）がサービスを利用する。 

③ Ａ市（保険者）から保険給付を受ける。 
 

【事業所所在地以外に居住する被保険者（利用者）の場合】 

 
 

①② 事業所所在地のＡ市が必要であると認める場合、Ａ市の同意を得たうえで、 

所在地以外のＢ市（保険者）が指定することができる。 

③④ Ｂ市在住の利用者は、Ｂ市（保険者）が指定したＡ市内にある地域密着型サービス事業所を 

利用し、保険給付を受けることができる。 

※指定を受けていない他市町村の事業所を利用した場合は、保険給付を受けられない。 

 

Ａ市

① 指定

Ａ市内の地域密着型サービス事業所

② 利用

Ａ市在住の利用者

③ 保険給付

保険者

Ａ市 Ｂ市

① 同意の依頼

② 必要があると

認める場合、同意

③ 指定

④ 利用

Ｂ市在住の利用者

⑤ 保険給付

Ａ市内の地域密着型サービス事業所

保険者
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【住所地特例対象施設に入所した被保険者（利用者）の場合】 

 
 

 ① Ｂ市の自宅からＡ市の住所地特例対象施設に入所（B市から A市に住民登録を移す） 

 ② 被保険者（利用者）がＡ市内の特定地域密着型サービス事業所を利用 

 ③ Ｂ市（保険者）から保険給付を受ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ市Ｂ市

① 入所

（Ｂ市からＡ市に住民登録を移す） Ａ市内の住所地特例

対象施設の入所者※２

② 利用

③ 保険給付

Ａ市内の特定地域密着型

サービス事業所※１

Ｂ市の自宅

※１特定地域密着型サービス事業所

・定期巡回･随時対応型訪問介護看護

・夜間対応型訪問介護

・認知症対応型通所介護

・小規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護

・地域密着型通所介護

※２住所地特例対象施設

・介護保険施設（特別養護老人ホーム、

介護老人保健施設、介護療養型医療施

設）

・養護老人ホーム

・特定施設（有料老人ホーム、軽費老

人ホーム、サービス付き高齢者向け住

宅）

指定は不要

保険者
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（５）指定地域密着型サービスの事業の基準 

 ・指定地域密着型サービス事業者は、市町村が定める設備及び運営の基準に従い、要介護者の心身の

状況等に応じて適切なサービスを提供し、自らサービスの質の評価を行うなど、常にサービスを受け

る側の立場に立って提供するよう努めなければならない。（法第７８条の３第１項） 
 

 ・指定地域密着型サービス事業者は、指定に係る事業所ごとに、市町村が定める基準に従い、当該指

定地域密着型サービスに従事する従業者を有しなければならない。（法第７８条の４第１項） 
 

 ・事業者は要介護者の人格を尊重するとともに、介護保険法に基づく命令を遵守し、要介護者のため

忠実に職務を遂行しなければならない。（法第７８条の４第８項） 

 

 ・指定地域密着型サービス事業者が、①指定時に市町村⾧から付された条件に従わないとき、②人員

基準を満たしていないとき、③設備・運営基準に従った運営をしていないときなどは、市町村⾧は期

限を定めて是正を勧告できる。勧告に従わないときは、その旨を公表の上、命令することができる。

（法第７８条の９） 
 

 ・指定地域密着型サービス事業者が次のいずれかに該当した場合には、指定を取消し又は期間を定め

て指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。（法第７８条の１０） 

 

①指定をしない場合の一部に該当する場合 

②指定をしないことができる場合の一部に該当する場合 

③指定時に市町村⾧から付された条件に違反した場合 

④人員基準（又は市町村の基準）が未達の場合 

⑤設備・運営基準（又は市町村の基準）に従った適正な運営ができなくなった場合 

⑥法第７８条の４第８項の義務規定に違反した場合 

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業者が認定調査の委託を受け、その結果について虚偽の報

告をした場合 

⑧介護報酬の請求に関して不正があった場合 

⑨市町村⾧からの報告・帳簿書類の提出・提示命令に従わず、又は虚偽の報告をした場合 

⑩市町村⾧から求められた出頭に応ぜず、質問に答弁しない場合 

⑪不正の手段により指定を受けた場合 

⑫介護保険法、その他国民の保健医療・福祉に関する所定の法律やその命令・処分に違反した場合 

⑬老人福祉法第２９条第１８項の規定による通知を受けた場合 

⑭その他、居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした場合 

⑮役員等のうちに、指定の取消・効力停止の前５年以内に、居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行

為をした者がいる場合 

⑯法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の取消・効力停止の前５年以内に、居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者である場合 
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（６）地域密着型サービス事業者の指定及び拒否 

 地域密着型サービスの事業者の指定は、申請に基づき市町村⾧がサービスの種類と事業所ごとに行

い、その有効期間は６年間とされています。 

 また、介護保険法の規定により、市町村は指定申請があった際、「指定をしてはならない場合」と「指

定をしないことができる場合」が定められており、適切な対応を求められています。 

 

① 指定申請をしてはならない場合の例 

・申請者が市町村の条例で定める者（帯広市の場合は「法人」）ではない場合 

（看護小規模多機能型居宅介護においては病床を有する診療所開設者可） 

・人員、設備、運営に関する基準を満たしていないと判断できる場合 

・事業所が市町村の区域外にあり、その所在地の市町村の同意を得ていない場合 

・申請者が禁錮等の刑を受け、その執行が終わっていない場合 

・申請者が保険料等の滞納処分を受け、引き続き滞納している場合 

・申請者が指定取消処分等を受け、５年を経過していない場合 

・申請者が５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者である場合 

・役員等が上記のいずれかに該当する場合  等 

 

② 指定をしないことができる場合の例 

・申請者が指定取消処分等を受け、５年を経過していない場合 

・役員等の内、指定取消処分等を受けた法人等の、処分通知日前６０日以内の役員等であり、指定取消日処分

等の日から５年を経過していない場合 

・認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入所者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護について、市町村の定める計画の達成に支障を生ずる場合  等 



 

- 9 - 

 

２ 地域密着型サービスの指定基準 
 

  地域密着型サービスの指定基準は、地域密着型サービスが目的を達成するために必要な最低限度の

基準を定めたものであり、それぞれのサービスごとに、①基本方針、②人員基準、③設備基準、④運

営基準が定められています。 

  なお、①事業者が自己の利益を図るため規準に違反したとき、②利用者の生命又は身体の安全に危

害を及ぼすおそれがあるときなどには、市町村⾧は直ちに指定の取消し（又は指定の全部若しくは一

部の効力停止）をすることができます。 

 

（１）地域密着型サービスの人員、設備、運営基準（共通） 
 

①内容・手続の説明と

同意 

あらかじめ利用申込者又は家族に対し、運営規程の概要等サービス選択に関係する

重要事項を文書で説明、同意を得て提供を開始する。 

②提供拒否の禁止 正当な理由なく、サービス提供を拒んではならない。 

③サービス提供困難時

の対応 

事業実施地域等の関係で適切なサービスの提供が困難な場合、居宅介護支援事業者

への連絡や他の事業者等の紹介等を行う。 

④受給資格等の確認 
被保険者証により、被保険者資格、要介護認定の有無や有効期間を確認する。被保

険者証に認定審査会意見の記載があるときは、それに配慮してサービスを提供する。 

⑤要介護認定の申請の

援助 
認定申請を行っていない利用申込者の申請（更新認定の申請）を援助する。 

 

※ その他基準については、サービスごとに記載 

 

３ 各サービスの基準 
 

【本研修で掲載するサービス】 

（１）認知症対応型通所介護 

（２）小規模多機能型居宅介護 

（３）認知症対応型共同生活介護 

（４）看護小規模多機能型居宅介護 
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（１） 認知症対応型通所介護 

 認知症対応型通所介護とは、認知症の利用者が、可能な限り居宅で能力に応じ自立した日常生活を

営めるように、必要な日常生活上の世話、機能訓練を行うことで、利用者の社会的孤立感の解消と心

身の機能の維持、家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービスです。 
 

＜サービスの特徴＞ 

➣認知症対応型通所介護は、対象者を認知症の者に限定し、利用者一人ひとりの認知症の特性に配慮した

サービスであるため、一般の通所介護と一体的な形では実施できない。 

 

＜事業所の形態＞ 

単独型 

社会福祉施設等（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、病院、診療所、介護

老人保健施設、その他社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 62条第１項

に規定する社会福祉施設、又は特定施設）に併設されていない事業所で行う。 

併設型 社会福祉施設等に併設されている事業所で行う。 

共用型 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所の居間又は食堂、地域密着型

特定施設若しくは地域密着型介護老人福祉施設の食堂又は共同生活室におい

て、これらの事業所又は施設の利用者、入居者又は入所者とともに行う。 

 

＜利用定員＞ 

単独型・併設型認知症型通所介護事業所 単位ごとに 12人以下 

共用型認知症対応型通所介護事業所 

 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業

所：共同生活住居（ユニット）ごとに１日当た

り３人以下 

※一日の同一時間帯に３人を超えて利用者を

受入れることができないことの意味。半日しか

利用しないものがいる場合、一日の延べ人数は

３人を越えることもある。 

地域密着型特定施設又は地域密着型介護老人

福祉施設（ユニット型地域密着型介護老人福祉

施設を除く）：施設ごとに１日当たり３人以下 

ユニット型地域密着型介護老人福祉施設：ユニ

ットごとに当該ユニット型地域密着型介護老

人福祉施設の入居者数と当該共用型認知症対

応型通所介護の利用者数の合計が１日当たり

12人以下 
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【認知症対応型通所介護（単独型・併設型）】 

＜人員基準＞ 

職種 員数 資格等 

生活相談員 提供日ごとに、サービスを提供している時間帯に

専従で勤務している時間数の合計を、サービスを

提供している時間帯の時間数で除して得た数が

１以上 

 

➩生活相談員が勤務する時間数の合計÷事業所

のサービス提供時間数≧１ 

 

 

 

 

 

 

うち 

１人 

以上 

は 

常勤 

社会福祉主事またはこ

れと同等以上の能力を

有すると認められる者 

（社会福祉主事、精神

保健福祉士、社会福祉

施設等において実務経

験が１年以上ある介護

福祉士、介護支援専門

員、社会福祉士、社会福

祉施設等において介護

計画業務又は相談援助

業務の実務経験が２年

以上ある者） 

看護職員 

又は 

介護職員 

認知症対応型通所介護の単位ごとに、 

①専従の看護職員又は介護職員が１以上。 

 

※当該職員は、提供時間帯を通じて専従する必要

は無いが、提供時間帯を通じて、認知症対応型通

所介護事業所と密接かつ適切な連携を図るもの。 

 

②提供時間帯に専従の看護職員又は介護職員が

１以上確保されるために必要と認められる数。 

看護職員とは、看護師

または准看護師を指

す。 

機能訓練 

指導員 

 

認知症対応型通所介護の単位ごとに、専従の機能訓練指

導員が１以上確保されるために必要と認められる数。 

（当該事業所の他の職務にも従事することができる。） 
 

 

理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護

師、准看護師、柔道整復

師、あん摩マッサージ

指圧師、はり師、きゅう

師の資格を有する者 

※はり師・きゅう師に

ついては、理学・作業療

法士、言語聴覚士、看護

職員、柔道整復師又は
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あん摩マッサージ指圧

師の資格を有する機能

訓練指導員を配置した

事業所で６月以上勤務

し、機能訓練指導に従

事した経験を有した者

に限る。 

管理者 

 

原則、常勤・専従。 

ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、当該事業

所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所等の職務に従事することができる。 

「認知症対応型サービ

ス事業管理者研修」を

修了、又は修了してい

るものとみなされるも

の。 

 

＜設備基準＞ 

 基準 

利用定員 単位ごとに、12人以下 

食堂 

 

・それぞれ必要な広さを有すること。 

・食堂及び機能訓練室の合計した面積≧３㎡×利用定員であること。 

・食事の提供の際に支障がない広さを確保でき、かつ機能訓練を行う際に支障が

ない広さを確保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる。 

・狭隘な部屋を多数設置することにより面積を確保するべきではない。ただし単

位をさらにグループ分けして効果的な認知症対応型通所介護の提供が期待さ

れる場合はこの限りではない。 

機能訓練室 

 

静養室 利用者が静養するのに必要な広さを確保すること。 

相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されていること。 

事務室 事務を行うのに必要な広さの専用区画とすること。 

※同一法人の他事業所と事務室を兼用することは認められる。 

消火設備・そ

の他非常災

害に際して

必要な設備 

消防法その他の法令等に規定された設備を設置すること。 
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【認知症対応型通所介護（共用型）】 

＜人員基準＞ 

職種 員数 資格 

介護従業者 共用する本体事業所・施設の利用者、入居者、入所者の数と共用

型認知症対応型通所介護の利用者の合計数について、それぞれ

の本体事業所・施設の人員基準を満たす数。 

 

管理者 原則、常勤・専従。 

ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所等の職務に

従事することができる。 

「認知症対

応型サービ

ス事業管理

者研修」を修

了している

もの。 

 

【認知症対応型通所介護の運営基準】 

(1)内容・手続の説明と同意 
あらかじめ利用申込者又は家族に対し、運営規程の概要等サービス選

択に関係する重要事項を文書で説明、同意を得て提供を開始する。 

(2)提供拒否の禁止 正当な理由なく、サービス提供を拒んではならない。 

(3)サービス提供困難時の対応 

通常の事業の実施地域等を勘案し、適切なサービスの提供が困難な場

合、指定居宅介護支援事業者への連絡や他の事業者等の紹介等を行

う。 

(4)受給資格等の確認 

被保険者証により、被保険者資格、要介護認定の有無や有効期間を確

認する。被保険者証に認定審査会意見の記載があるときは、それに配

慮してサービスを提供する。 

(5)要介護認定の申請の援助 
認定申請を行っていない利用申込者の申請（更新認定の申請）を援助

する。 

(6)心身の状況等の把握 
サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、環境、他の保

健医療サービス・福祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

(7)指定居宅介護支援事業者等との連

携 

指定居宅介護支援事業者や保健医療サービス・福祉サービス提供者等

と連携し、サービス提供終了時には、利用者又は家族に対する適切な

指導を行うとともに、指定居宅介護支援事業者に情報を提供する。 
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(8)法定代理受領サービスの提供を受

けるための援助 

法定代理受領サービスとして受けることができる旨を利用申込者・家

族に説明し、必要な援助を行う。 

(9)居宅サービス計画に沿ったサービ

ス提供 

居宅サービス計画が作成されている場合、居宅サービス計画に沿った

サービスを提供する。 

(10)居宅サービス計画等の変更の援助 
利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、指定居宅介護支

援事業者への連絡等必要な援助を行う。 

(11)サービスの提供の記録 

提供日、内容、代理受領のサービス費用額等を居宅サービス計画記載

の書面等に記載し、利用者から申し出があった場合は、文書の交付等

により情報を提供する。 

(12)利用料等の受領 

通常の事業実施地域以外に送迎する費用、通常の時間を超えるサービ

スの費用、食事の提供に要する費用、おむつ代、日常生活費のうち利

用者負担が適当と認められる費用の支払を受けられる（あらかじめ利

用者、家族にその内容を説明し、同意を得なければならない。）。 

(13)保険給付の請求のための証明書

の交付 

法定代理受領サービスに該当しない利用料の支払を受けた場合、内

容、費用等を記載したサービス提供証明書を利用者に交付する。 

(14)指定認知症対応型通所介護の 

取扱方針 

＜基本取扱方針＞ 

・指定認知症対応型通所介護は、利用者の認知症の症状の進行の緩和

に資するよう、目標を設定し、計画的にサービス提供を行わなけれ

ばならない。 

・事業者は自ら提供するサービスの質の評価を行い、結果を公表し、

常に改善を図らなければならない。 

＜具体的取扱方針＞ 

・利用者ごとに作成されたサービス計画に基づき、漫然かつ画一的に

ならないように、利用者の機能訓練及び日常生活を営む上での必要

な援助を行わなければならない。 

(15)認知症対応型通所介護計画の作成 

・管理者は、利用者の心身の状況と希望、環境を踏まえて、機能訓練

等の目標、目標達成のための具体的なサービス内容等を記載した認

知症対応型通所介護計画を作成する（実施状況、目標達成状況を記

録する。）。 

・計画の内容を利用者・家族に対して説明し、利用者の同意を得て、

利用者に計画を交付する。 
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(16)利用者に関する市町村への通知 

利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態の程度を悪化させ

たときや、不正な受給があるときなどは、意見を付け市町村に通知す

る。 

(17)緊急時等の対応 

サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場

合その他必要な場合は、速やかに主治の医師へ連絡を行う等の必要な

措置を講ずる。 

(18)管理者の責務 

管理者は、事業所の従業者の管理、利用申込みに係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行い、規定を遵守させるため必

要な指揮命令を行う。 

(19)運営規程 

①事業の目的・運営の方針、②従業者の職種・員数・職務内容、③営

業日及び営業時間、④利用定員、⑤サービスの内容・利用料等の費用

の額、⑥通常の事業の実施地域、⑦サービス利用の留意事項、⑧緊急

時等における対応方法、⑨非常災害対策、⑩虐待の防止のための措置

に関する事項、⑪その他運営に関する重要事項などについて、運営規

程に定める。 

(20)勤務体制の確保等 

・適切なサービスを提供できるよう、従業者の勤務の体制を事業所ご

とに定め、資質の向上のために、その研修の機会を確保する。 

・事業者は、全ての従業者に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講ずる。 

・適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずる。 

(21)業務継続計画の策定等 
感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する適切なサービス

提供を継続するための計画を定め、必要な措置を講ずる。 

(22)定員の遵守 
利用定員を超えてサービスを提供してはならない。ただし、災害等や

むを得ない事情がある場合は除く。 

(23)非常災害対策 

非常災害計画を立て、関係機関への通報及び連携体制を整備し、定期

的に周知、訓練を行う。訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が

得られるよう連携に努める。 
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(24)衛生管理等 

・利用者の使用する施設、食器、その他設備又は飲用水について、衛

生的な管理に努め、必要な措置を講じる。 

・感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概

ね６月に１回以上開催するほか、指針の策定、従業者に対する研修

及び訓練を実施。 

(25)掲示 
見やすい場所に、運営規程の概要、勤務の体制その他利用申込者のサ

ービス選択に関係する重要事項を掲示する。 

(26)秘密保持等 

・サービス従業者（であった者）は、正当な理由がなく、その業務上

知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしてはならない。 

・事業者は、正当な理由がなく秘密を漏らすことがないよう必要な措

置を講ずる。 

・サービス担当者会議等で利用者等の個人情報を用いる場合は、利用

者等の同意をあらかじめ文書により得ておく。 

(27)広告 広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

(28)指定居宅介護支援事業者に対す

る利益供与の禁止 

指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業

者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産

上の利益を供与してはならない。 

(29)苦情処理 

・利用者・家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情受

付窓口を設置し、苦情の内容を記録する。 

・市町村からの文書等の物件の提出・提示の求めや質問・照会に応じ、

市町村・国保連が行う調査に協力するとともに、市町村・国保連か

ら指導又は助言を受けた場合は、必要な改善を行う。 

・市町村・国保連から求められた場合には、その改善の内容を報告す

る。 
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(30)地域との連携等 

・サービス提供にあたっては、利用者・家族・地域住民の代表者・市

町村の職員又は地域包括支援センター職員・知見を有する者等によ

り構成される協議会（運営推進会議）を設置し、概ね６月に１回以

上、活動状況を報告し、必要な要望・助言等を聴く機会を設ける（記

録を作成し、公表する。）。 

・地域住民又は自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との

交流を図らなければならない。 

・市町村等が派遣する介護相談事業等に協力するよう努める。 

(31)事故発生時の対応 

・サービス提供により事故が発生した場合は、市町村・家族等に連絡

を行うとともに必要な措置を講じ、事故の状況・事故に際して採っ

た処置について記録する。 

・賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

(32)虐待の防止 
事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じなけ

ればならない。 

(33)会計の区分 
事業所ごとに経理を区分するとともに、各介護サービスの事業の会計

とその他の事業の会計を区分しなければならない。 

(34)記録の整備 

・従業者・設備・備品及び会計に関する諸記録を整備する。 

・利用者に対するサービス提供に関しては、①認知症対応型通所介護

計画、②提供した具体的なサービス内容等の記録、③市町村への通

知記録、④苦情内容等の記録、⑤事故の状況・事故に際して採った

処置についての記録、⑥運営推進会議の記録等を整備し、その完結

の日から２年間保存する。 

※ 運営基準のうち、(19)運営規程「⑩虐待の防止のための措置に関する事項」、(20)勤務体制の確保等における

認知症介護に係る基礎的な研修受講に関する事項、(21)業務継続計画の策定等、(24)衛生管理における感染症

の予防及びまん延の防止に関する事項、(32)虐待の防止については、令和６年３月３１日までは努力義務とさ

れていたが、令和６年４月１日から義務化となっている。 
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 （２） 小規模多機能型居宅介護 

  小規模多機能型居宅介護は、登録された利用者を対象に、通いを中心として、利用者の様態や希望

に応じて、居宅又はサービスの拠点への通所や短期間宿泊により、入浴・排せつ・食事等の介護その

他の日常生活上の世話、機能訓練を行い、能力に応じ居宅で自立した日常生活を営むことができるよ

うにするサービスです。 

 

＜サービスの特徴＞ 

➣小規模多機能型居宅介護の登録者については、事業所の介護支援専門員が居宅サービス計画の作成を

はじめとするケアマネジメントを担当する。 

➣登録者は他の居宅サービス（訪問看護・訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導・福祉用具貸与を

除く。）を利用することはできない。 

➣小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所を本体事業所として、１の本体事

業所に対して 2箇所までサテライト事業所を設置することができる。 

  

＜人員基準＞ 

職種 員数 資格等 

介護従業者 

 

１人以上は常勤 

 

〔夜間及び深夜を除く時間帯〕 

①常勤換算方法で、通いのサービスの利用者の数が３

又はその端数を増すごとに、１人以上配置 

②訪問サービスの提供に当たる介護従業者を常勤換

算法で１人以上 

※サテライト事業所は、常勤換算法によらず１人以上 

※本体事業所とサテライト事業所における訪問サー

ビスは一体的に提供することが可能 

 

〔夜間及び深夜の時間帯〕 

①夜間及び深夜の時間帯を通じて、介護従業者 1 人

以上配置 

②夜間及び深夜の時間帯を通じて、宿直勤務に 1 人

以上 

※宿泊サービスの利用者がいない場合は、夜間及び深

夜の時間帯を通じて宿直勤務又は夜間及び深夜の勤

務を行う介護従業者を置かないことができる。 

介護従業者のうち、1人以

上は看護職員（看護師又

は准看護師）。 

※サテライト事業所は、

本体施設の看護職員がサ

テライト事業所の登録者

に対する健康管理を適切

に行うことができる場合

置かないことができる。 
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※サテライト事業所は、本体事業所の宿直職員が、サ

テライト事業所の登録者からの訪問サービスの要請

に適切に対応できるときは宿直職員を置かないこと

ができる。 

 

※上述の基準を満たすほか、併設されている以下の施

設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いてい

るときは、その施設等の職務に従事できる。 

兼務できる施設・事業所 

介

護

職

員 

看

護

職

員 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

指定地域密着型特定施設 

指定認知症対応型共同生活介護 

指定介護療養型医療施設（医療法第 7条

第2項第4号の規定する療養病床を有す

る診療所であるものに限る。）又は介護医

療院 

○ ○ 

指定居宅サービス事業所 

指定定期巡回型・訪問介護看護 

指定地域密着型通所介護 

指定認知症対応型通所介護 

× ○ 

※留意事項 

介護職員は「併設する施設・事業所」 

看護職員は「同一敷地内又は道路を隔てて隣接する

等、利用者の処遇に支障がないと認められる範囲に

ある事業所」 
 

管理者 原則、専従・常勤。 

ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、当該

事業所の他の職務、当該事業所に併設する以下の施設

等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪

①特別養護老人ホーム等

の職員又は訪問介護員等

として３年以上認知症で

ある者の介護に従事した
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問介護看護事業所の職務、又は介護予防・日常生活支

援総合事業（第１号介護予防支援事業を除く。）に従

事することができる。 

指定認知症対応型共同生活介護事業所 

指定地域密着型特定施設 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

指定介護療養型医療施設又は介護医療院 

※サテライト事業所は、本体事業所の管理者を充てる

ことができる。 

経験を有する者。 

②「認知症対応型サービ

ス事業管理者研修」を修

了、又は修了しているも

のとみなされるもの。 

③サテライト事業所は、

本体事業所が看護小規模

多機能型居宅介護事業所

である場合であって、当

該事業所の管理者が保健

師又は看護師であるとき

は、「認知症対応型サービ

ス事業管理者研修」を修

了している必要がある。 

介護支援専

門員等 

 

原則、専従。 

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該事業

所の他の職務に従事し、又は当該事業所に併設する以

下の施設等の職務に従事することができる。 

※サテライト事業所は、介護支援専門員に代えて、小

規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する「小

規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」を修了

している者に置くことができる。 

この場合、居宅サービス計画の作成及び市町村への届

出代行は本体事業所の介護支援専門員が行う。 

指定認知症対応型共同生活介護事業所 

指定地域密着型特定施設 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

指定介護療養型医療施設又は介護医療院 
 

①介護支援専門員である

こと。 

②「小規模多機能型サー

ビス等計画作成担当者研

修」の研修を修了、又は修

了しているとみなされる

もの。 

 

代表者 

 

基本的には、理事⾧や代表取締役といった運営してい

る法人の代表者。 

ただし、法人規模によって理事⾧や代表取締役等を地

域密着型サービス部門の代表者として扱うのは合理

①特別養護老人ホーム等

の職員又は訪問介護員等

として、認知症である者

の介護に従事した経験を
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的ではないと判断される場合は、その部門の責任者な

どを代表者として差し支えない。 

 

※サテライト事業所は、本体事業所が看護小規模多機

能型居宅介護事業所である場合であって、本体事業所

の代表者が保健師又は看護師であり、「認知症対応型

サービス開設者研修」を修了していないときは、当該

代表者とは別に当該研修の修了者をサテライト事業

所の代表者とする必要がある。 

有する者、又は保健医療

サービス若しくは福祉サ

ービスの提供を行う事業

の経営に携わった経験を

有する者。 

②「認知症対応型サービ

ス事業者開設者研修」を

修了、又は修了したとみ

なされる者 

※代表者交代の半年後又

は次回の研修日程のいず

れか早い日までに修了す

ること。 

 

＜利用定員・設備基準＞ 

 基準 

利用定員 

 

・登録定員の数は 29人以下とする。（サテライト事業所：18人以下） 

・通いサービスの利用定員は、登録定員の 1/2～15人まで。（同：1/2～12人） 

・登録定員が 25 人を超える事業所については、登録定員に応じて、次の表に定

める利用定員とする。※ただし、利用定員が 15 人を超える場合は、居間及び食

堂を合計した面積が、利用者１人当たり３㎡以上を確保する必要がある。  

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

・宿泊サービスの利用定員は、通いサービス利用定員の 1/3～９人まで。（同：

1/3～６人） 

立地条件 ・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民等との交流の機会が確保

される地域 

・地域住民等との交流の機会を確保するため、小規模多機能型居宅介護事業所の

理念や事業所の運営方針について、近隣住民への説明を行うこと。 

・サテライト事業所は、本体事業所からの移動に要する時間が自動車等で概ね２

０分以内の近距離であること。 

居間 ・それぞれに必要な広さを有すること。 
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食堂 ・居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。 

・居間及び食堂は同一の場所にできるが、それぞれの機能が独立していることが

望ましい。 

・利用者及び介護従業者が一堂に会するのに充分な広さを確保されていること。 

併設事業所 

 

指定小規模多機能型事業所と他の施設・事業所との併設については、指定小規模

多機能型居宅介護として適切なサービスが提供されることを前提に認められる

ものである。 

宿泊室 

 

①個室。 

ただし利用者の処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。 

②一の宿泊室の面積は、7.43 ㎡以上。 

③①及び②を満たす宿泊室（個室という。）以外の宿泊室を設ける場合は、個室以

外の面積を合計した面積が概ね 7.43 ㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定

員数を減じた数を乗じて得た面積以上とする。 

④①及び②を満たす個室以外の宿泊室の構造は、利用者のプライバシーが確保さ

れたものであること。 

・居間は、プライバシーが確保されたものであれば、個室以外の宿泊室の面積に

含めて差し支えない。 

※プライバシーが確保されたものとは、例えば、パーティションや家具などによ

り利用者同士の視線の遮断が確保されるようなものである必要があるが、壁やふ

すまのような建具まで要するということではない。ただし、カーテンはプライバ

シーが確保されたものとは考えにくいことから認められないものである。 

・他の利用者が通らない宿泊室と連続した縁側等については、宿泊室の面積に含

めて差し支えない。 

台所 設置すること。 

浴室 設置すること。 

事務室 設置すること。 

消火設備・そ

の他非常災

害に際して

必要な設備 

消防法その他の法令等に規定された設備を設置すること。 

※上記の設備は、専ら指定小規模多機能型居宅介護の事業の用に供するものでなければならない。 

ただし利用者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

指定小規模多機能型居宅介護事業所の居間及び食堂について、事業所が小規模の場合などを除き、他

サービスの居間等と共用することは認められない。 
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【小規模多機能型居宅介護の運営基準】 

(1)内容・手続の説明と同意 
あらかじめ利用申込者又は家族に対し、運営規程の概要等サービス選択に関係

する重要事項を文書で説明、同意を得て提供を開始する。 

(2)提供拒否の禁止 正当な理由なく、サービス提供を拒んではならない。 

(3)サービス提供困難時の 

対応 

通常の事業の実施地域等を勘案し、適切なサービスの提供が困難な場合、指定

居宅介護支援事業者への連絡や他の事業者等の紹介等を行う。 

(4)受給資格等の確認 

被保険者証により、被保険者資格、要介護認定の有無や有効期間を確認する。

被保険者証に認定審査会意見の記載があるときは、それに配慮してサービスを

提供する。 

(5)要介護認定の申請の援助 認定申請を行っていない利用申込者の申請（更新認定の申請）を援助する。 

(6)心身の状況等の把握 
サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、環境、他の保健医療サ

ービス・福祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

(7)居宅サービス事業者等と

の連携 

居宅サービス事業者や保健医療サービス・福祉サービス提供者、主治医等と連

携し、サービス提供終了時には、利用者又は家族に対する適切な指導を行うと

ともに、居宅介護支援事業者に情報を提供する。 

(8)身分を証する書類の携行 
従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものは身分を証する書類を携行し、

初回訪問時と利用者・家族から求められたときは提示する。 

(9)サービスの提供の記録 

提供日、内容、代理受領のサービス費用額等を居宅サービス計画記載の書面等

に記載し、利用者から申し出があった場合は、文書の交付等により情報を提供

する。 

(10)利用料等の受領 

通常の事業実施地域以外に送迎する費用・訪問サービスに要した交通費の額、

食事の提供に要する費用、宿泊に要する費用、おむつ代、日常生活費のうち利

用者負担が適当と認められる費用の支払を受けられる（あらかじめ利用者、家

族にその内容を説明し、同意を得なければならない。）。 

(11)保険給付の請求のため

の証明書の交付 

法定代理受領サービスに該当しない利用料の支払を受けた場合、内容、費用等

を記載したサービス提供証明書を利用者に交付する。 
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(12)指定小規模多機能型居

宅介護の取扱方針 

＜基本取扱方針＞ 

・指定小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止

に資するよう、目標を設定し、計画的にサービス提供を行わなければならな

い。 

・事業者は自ら提供するサービスの質の評価を行い、結果を公表し、常に改善

を図らなければならない。 

＜具体的取扱方針＞ 

・利用者ごとに作成されたサービス計画に基づき、漫然かつ画一的にならない

ように、利用者の機能訓練及び日常生活を営む上での必要な援助を行わなけ

ればならない。 

・緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等利用者の行動を制限する行為を

行ってはならない（やむを得ない場合は理由を記録する。）。 

・通いサービス利用者が登録定員に比べて著しく（３分の１以下が目安）少な

い状態が続いてはならない。 

・通いサービス未利用の日でも訪問サービスの提供、電話連絡による見守り等

を行い適切なサービス提供をする（概ね週４日以上の提供が目安）。 

(13)居宅サービス計画の作成 
管理者は、介護支援専門員に、登録者の居宅サービス計画の作成業務を担当さ

せる（計画作成は居宅介護支援等基準に沿って行う。）。 

(14)法定代理受領サービス

の報告 

市町村（国保連）に、居宅サービス計画に位置づけられている法定代理受領サ

ービスに関する情報を文書（給付管理票）で提出する。 

(15)利用者に対する居宅サー

ビス計画等の書類の交付 

登録者が、他の小規模多機能型居宅介護の利用を希望する場合等に、登録者に

直近の居宅サービス計画・実施状況の書類を交付する。 

(16)小規模多機能型居宅介

護計画の作成 

・管理者は、介護支援専門員に小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業

務を担当させる。 

・計画の作成にあたって、その内容を利用者・家族に対して説明し、利用者の

同意を得て、利用者に計画を交付する。 

・計画の作成後、実施状況と利用者の態様の変化等を把握し、必要に応じて計

画の変更を行う。 

(17)介護等 

・利用者の負担により、従業者以外による介護を受けさせてはならない。 

・食事等の家事等は、可能な限り利用者と介護従事者が共同で行うよう努める。 
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(18)社会生活上の便宜の提

供等 

・日常生活上必要な行政手続等について、利用者・家族が行う事が困難な場合

は、同意を得て代わって行う。 

・常に家族との連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確保するよう努

める。 

(19)利用者に関する市町村

への通知 

利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態の程度を悪化させたときや、

不正な受給があるときなどは、意見を付け市町村に通知する。 

(20)緊急時等の対応 

サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに主治医又は協力医療機関へ連絡を行う等の必要な措置を

講ずる。 

(21)管理者の責務 

管理者は、事業所の従業者の管理、利用申込みに係る調整、業務の実施状況の

把握その他の管理を一元的に行い、規定を遵守させるため必要な指揮命令を行

う。 

(22)運営規程 

①事業の目的・運営の方針、②従業者の職種・員数・職務内容、③営業日及び

営業時間、④登録定員並びに通い及び宿泊サービスの利用定員、⑤サービスの

内容・利用料等の費用の額、⑥通常の事業の実施地域、⑦サービス利用の留意

事項、⑧緊急時等における対応方法、⑨非常災害対策、⑩虐待の防止のための

措置に関する事項、⑪その他運営に関する重要事項などについて、運営規程に

定める。 

(23)勤務体制の確保等 

・適切なサービスを提供できるよう、従業者の勤務の体制を事業所ごとに定め、

資質の向上のために、その研修の機会を確保する。 

・事業者は、全ての従業者に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させ

るために必要な措置を講ずる。 

・適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講ずる。 

(24)定員の遵守 
利用定員を超えてサービスを提供してはならない。ただし、災害等やむを得な

い事情がある場合は除く。 

(25)業務継続計画の策定等 
感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する適切なサービス提供を継

続するための計画を定め、必要な措置を講ずる。 
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(26)非常災害対策 

非常災害計画を立て、関係機関への通報及び連携体制を整備し、定期的に周知、

訓練を行う。訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に

努める。 

(27)衛生管理等 

・利用者の使用する施設、食器、その他設備又は飲用水について、衛生的な管

理に努め、必要な措置を講じる。 

・感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６月に

１回以上開催するほか、指針の策定、従業者に対する研修及び訓練を実施。 

(28)協力医療機関等 

・あらかじめ協力医療・歯科医療機関を定める（近距離が望ましい。）。 

・サービス提供体制の確保、夜間緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護医療院、病院等との連携及び支援体制を整える。 

(29)掲示 
見やすい場所に、運営規程の概要、勤務の体制その他利用申込者のサービス選

択に関係する重要事項を掲示する。 

(30)秘密保持等 

・サービス従業者（であった者）は、正当な理由がなく、その業務上知り得た

利用者又は家族の秘密を漏らしてはならない。 

・事業者は、正当な理由がなく秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講ず

る。 

・サービス担当者会議等で利用者等の個人情報を用いる場合は、利用者等の同

意をあらかじめ文書により得ておく。 

(31)広告 広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

(32)指定居宅介護支援事業

者に対する利益供与の

禁止 

指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者による

サービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。 

(33)苦情処理 

・利用者・家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情受付窓口を

設置し、苦情の内容を記録する。 

・市町村からの文書等の物件の提出・提示の求めや質問・照会に応じ、市町村・

国保連が行う調査に協力するとともに、市町村・国保連から指導又は助言を

受けた場合は、必要な改善を行う。 

・市町村・国保連から求められた場合には、その改善の内容を報告する。 

(34)調査への協力等 
市町村が行う調査に協力するとともに、指導・助言を受けた場合は必要な改善

を行う。 
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(35)地域との連携等 

サービス提供にあたっては、利用者・家族・地域住民の代表者・市町村の職員

又は地域包括支援センター職員・知見を有する者等により構成される協議会（運

営推進会議）を設置し、概ね２月に１回以上、通いサービス及び宿泊サービス

の提供回数等の活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望・助言

等を聴く機会を設ける（記録を作成し、公表する。）。 

(36)居住機能を担う併設施

設等への入居 

可能な限り居宅生活を継続できるよう支援しつつ、利用者が施設等へ入所等を

希望した場合は、円滑に入所等が行えるよう必要な措置を講ずるよう努める。 

(37)事故発生時の対応 

・サービス提供により事故が発生した場合は、市町村・家族等に連絡を行うと

ともに必要な措置を講じ、事故の状況・事故に際して採った処置について記

録する。 

・賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

(38)虐待の防止 
事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じなければなら

ない。 

(39)会計の区分 
事業所ごとに経理を区分するとともに、各介護サービスの事業の会計とその他

の事業の会計を区分しなければならない。 

(40)記録の整備 

・従業者・設備・備品及び会計に関する諸記録を整備する。 

・利用者に対するサービス提供に関しては、①居宅サービス計画、②小規模多

機能型居宅介護計画、③提供した具体的なサービス内容等の記録、④身体的

拘束等の態様及び時間、利用者の状況、やむを得ない理由の記録、⑤市町村

への通知記録、⑥苦情内容等の記録、⑦事故の状況・事故に際して採った処

置についての記録、⑧運営推進会議の記録等を整備し、その完結の日から２

年間保存する。 

※ 運営基準のうち、(22)運営規程「⑩虐待の防止のための措置に関する事項」、(23)勤務体制の確保等における

認知症介護に係る基礎的な研修受講に関する事項、(25)業務継続計画の策定等、(27)衛生管理における感染症

の予防及びまん延の防止に関する事項、(38)虐待の防止については、令和６年３月３１日までは努力義務とさ

れていたが、令和６年４月１日から義務化となっている。 
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 （３） 認知症対応型共同生活介護 

  認知症の高齢者に対して、共同生活住居において家庭的な環境と地域住民との交流の下、入浴・排

せつ・食事等の介護などの日常生活上の世話と機能訓練を行うことにより、能力に応じ自立した日常

生活を営めるようにするサービスです。 

 

＜サービスの特徴＞ 

➣認知症対応型共同生活介護は、事業所の計画作成担当者が作成する認知症対応型共同生活介護計画に基づ

き提供される（短期利用を除く利用者について指定居宅介護支援は行われない。）。 

➣利用者は居宅療養管理指導を除いて、他の居宅サービスを受けることはできない。 

 

【認知症対応型共同生活介護の人員基準】 

＜人員基準＞ 

職種 員数 資格等 

介護従業者 

共同生活住

居（ユニッ

ト）ごと 

１人以上は常勤 
 

〔夜間及び深夜以外の時間帯〕 

常勤換算方法で、利用者の数が３又はその端数を増

すごとに、1人以上配置 
 

〔夜間及び深夜の時間帯〕 

①夜間及び深夜の時間帯を通じて、1人以上配置（宿

直勤務を除く）。 

②各ユニットに１人以上 

ただし、ユニットの数が３であり、全てのユニットが

同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用

者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な

構造である場合で、当該事業者による安全対策が講

じられ、利用者の安全性が確保されていると認めら

れているときは、2人以上とすることができる。 

事業所を構成するユニッ

トごとに、夜間及び深夜の

時間帯以外の時間帯に介

護の提供にあたる介護従

業者を、常勤換算方法で

「利用者の数が３又はそ

の端数を増すごとに１以

上×常勤職員の勤務時間

数」分の介護が提供できる

こと。 

 

計画作成 

担当者 

事業所に専従。 

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該事業

所における他の職務に従事することができる。 

 

1 名以上は介護支援専門員 

ただし併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所

①保健医療サービス又は

福祉サービスの利用に係

る計画の作成に関し知識

及び経験を有する者。 

②「実践者研修」又は「基

礎課程」の研修を修了、又
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又は指定看護小規模多機能型居宅介護の介護支援専

門員との連携を図ることにより、当該指定認知症対

応型共同生活介護事業所の効果的な運営を期待する

ことができる場合で利用者の処遇に支障がないとき

は、置かないことができる。 

※サテライト事業所は、介護支援専門員である計画

作成担当者に代えて、「実践者研修」又は「基礎課程」

を修了している者を置くことができる。 

介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養

護老人ホームの生活相談員や介護老人保健施設の支

援相談員その他の認知症であるものの介護サービス

に係る計画の作成に関し実務経験を有すると認めら

れる者をもって充てることができる。 

は修了しているとみなさ

れる者 

 

管理者 ユニットごとに専従・常勤。 

ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、当該

事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある

他の事業所等の職務に従事することができる。 

 

※サテライト事業所は、本体事業所の管理者を充て

ることができる。 

①適切な指定認知症対応

型共同生活介護を提供す

るために必要な知識及び

経験を有している者。 

②特別養護老人ホーム等

の職員又は訪問介護員等

として３年以上認知症で

ある者の介護に従事した

経験を有する者。 

③「認知症対応型サービス

事業管理者研修」を修了、

又は修了しているものと

みなされる者 

代表者 

 

基本的には、理事⾧や代表取締役といった運営して

いる法人の代表者。 

ただし、法人規模によって理事⾧や代表取締役等を

地域密着型サービス部門の代表者として扱うのは合

理的ではないと判断される場合は、その部門の責任

者などを代表者として差し支えない。 

①特別養護老人ホーム等

の職員又は訪問介護員等

として、認知症である者の

介護に従事した経験を有

する者、又は保健医療サー

ビス若しくは福祉サービ

スの提供を行う事業の経

営に携わった経験を有す
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る者。 

②「認知症対応型サービス

事業者開設者研修」を修

了、又は修了したとみなさ

れる者 

※代表者交代の半年後又

は次回の研修日程のいず

れか早い日までに修了す

ること。 

 

＜利用定員・設備基準＞ 

 基準 

利用定員 ・１ユニットにつき５人以上９人以下 

ユニット ・３ユニットまで 

※サテライト事業所は、本体事業所のユニット数を上回らないこと。 

※本体事業所とサテライト事業所のユニットの合計は、最大４まで。 

 

本体事業所 サテライト事業所 

ユニット数 ユニット数 
１の本体事業所に対する設置可能

なサテライト事業所の箇所数 

１ １ １ 

２ 
１ ２ 

２ １ 

３ １ １ 

 

立地条件 ・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民等との交流の機会が

確保される地域 

・地域住民等との交流の機会を確保するため、グループホームの理念や事業

所の運営方針について、近隣住民への説明を行うこと。 

・サテライト事業所は、本体事業所からの移動に要する時間が自動車等で概

ね２０分以内の近距離であること。 

居室 ・個室であること。（夫婦で居室を利用する場合など、処遇上必要と認められ

る場合は、２人とすることができる。） 

・１の居室の床面積は、7.43 ㎡以上であること。 

・収納設備は別途確保されていること。 
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・カーテンや簡易なパネル等で室内を区分しただけではなく、他の居室と明

確に区分されていること。 

居間 ・各共同生活住居ごとに専用であること。 

・居間及び食堂は同一の場所にできるが、それぞれの機能が独立しているこ

とが望ましい。 

・利用者及び介護従業者が一堂に会するのに十分な広さが確保されているこ

と。 

食堂 

台所 ・各共同生活住居ごとに専用であること 

浴室 ・各共同生活住居ごとに専用であること 

事務室 ・各共同生活住居に対し、緊急時に速やかに対処できる距離、位置関係にあ

るなど管理上特に支障がないと認められる場合は、兼用できる。 

消火設備・その

他非常災害に際

して必要な設備 

消防法その他の法令等に規定された設備を設置すること。 

原則として、全ての事業所でスプリンクラー設備を設置すること。 

 

【認知症対応型共同生活介護の運営基準】 

(1)内容・手続の説明と同意 
あらかじめ利用申込者又は家族に対し、運営規程の概要等サービス選

択に関係する重要事項を文書で説明、同意を得て提供を開始する。 

(2)提供拒否の禁止 正当な理由なく、サービス提供を拒んではならない。 

(3)受給資格等の確認 

被保険者証により、被保険者資格、要介護認定の有無や有効期間を確

認する。被保険者証に認定審査会意見の記載があるときは、それに配

慮してサービスを提供する。 

(4)要介護認定の申請に係る援助 
認定申請を行っていない利用申込者の申請（更新認定の申請）を援助

する。 
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(5)入退居 

・少人数による共同生活に支障がない認知症である要介護者に提供す

る。 

・入居の際には、心身の状況・生活歴・病歴等の把握に努め、主治医

の診断書等により認知症である事を確認し、入院治療を要する等サー

ビス提供が困難な場合は、他の事業者・介護保険施設・病院・診療所

の紹介等を行う。 

・退居の際には、利用者・家族の希望をふまえた上で退居後の生活環

境や介護の継続性に配慮して援助と適切な指導を行い、居宅介護支援

事業者等への情報提供と保健医療サービス・福祉サービス提供者との

密接な連携に努める。 

(6)サービスの提供の記録 
提供した具体的なサービスの内容等を記録し、入退居年月日・共同生

活住居の名称を被保険者証に記載する。 

(7)利用料等の受領 

食材料費、理美容代、おむつ代、日常生活費のうち利用者負担が適当

と認められる費用の支払を受けられる（あらかじめ利用者、家族にそ

の内容を説明し、同意を得なければならない。）。 

(8)保険給付の請求のための証明書の

交付 

法定代理受領サービスに該当しない利用料の支払を受けた場合、内

容、費用等を記載したサービス提供証明書を利用者に交付する。 

(9)指定認知症対応型共同生活介護の

取扱方針 

・指定認知症対応型共同生活介護は、利用者の認知症の症状の進行を

緩和し、安心して日常生活を送ることができるよう、利用者の心身の

状況等を踏まえ、妥当適切に行われなければならない。 

・緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない（や

むを得ない場合は理由を記録する。）。 

・事業者は自ら提供するサービスの質の評価を行い、定期的に外部者

又は運営推進会議による評価を受け、結果を公表し、常に改善を図ら

なければならない。 
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(10)認知症対応型共同生活介護計画

の作成 

・共同生活住居の管理者は、計画作成担当者に計画作成業務を担当さ

せる。 

・計画作成にあたっては、保険給付に準じた通所介護等の活用、地域

活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に

努める。 

・計画作成担当者は、利用者の心身の状況や希望を踏まえ、他の介護

従業者と協議の上、援助の目標、目標達成のための具体的なサービ

ス内容等を記載した計画を作成する。 

・計画作成担当者は、計画の作成にあたり内容を利用者・家族に対し

て説明し、利用者の同意を得て、利用者に計画を交付する。 

・計画作成担当者は、計画の作成後、他の介護従業者や他の居宅サー

ビス等提供者と連携して実施状況を把握し、必要に応じて計画の変

更を行う。 

(11)介護等 

・利用者の負担により従業者以外のものによる介護を受けさせてはな

らない（事業者の負担による通所介護等のサービス利用は可能。）。 

・食事その他の家事等は、可能な限り利用者と介護従事者が共同で行

うよう努める。 

(12)社会生活上の便宜の提供等 

・利用者の趣味嗜好に応じた活動の支援に努める。 

・利用者・家族が必要な行政手続等を行う事が困難な場合、同意を得

て代わって行う。 

・常に家族と連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確保する。 

(13)利用者に関する市町村への通知 

利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態の程度を悪化させ

たときや、不正な受給があるときなどは、意見を付け市町村に通知す

る。 

(14)緊急時等の対応 

サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場

合その他必要な場合は、速やかに主治医又は協力医療機関へ連絡を行

う等の必要な措置を講ずる。 

(15)管理者の責務 

管理者は、事業所の従業者の管理、利用申込みに係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行い、規定を遵守させるため必

要な指揮命令を行う。 
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(16)管理者による管理 

管理者は、同時に介護事業所、病院、診療所又は社会福祉施設を管理

するものであってはならない（同一敷地内にあること等により、管理

上支障がない場合はこの限りでない。）。 

(17)運営規程 

①事業の目的・運営の方針、②従業者の職種・員数・職務内容、③利

用定員、④サービスの内容・利用料等の費用の額、⑤入居にあたって

の留意事項、⑥非常災害対策、⑦虐待の防止のための措置に関する事

項、⑧その他運営に関する重要事項などについて、運営規程に定める。 

(18)勤務体制の確保等 

・適切なサービスを提供できるよう、従業者の勤務の体制を共同生活

住居ごとに定め、資質の向上のために、その研修の機会を確保する。 

・事業者は、全ての従業者に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講ずる。 

・適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講ずる。 

(19)定員の遵守 
利用定員を超えてサービスを提供してはならない。ただし、災害等や

むを得ない事情がある場合は除く。 

(20)業務継続計画の策定等 
感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する適切なサービス

提供を継続するための計画を定め、必要な措置を講ずる。 

(21)非常災害対策 

非常災害計画を立て、関係機関への通報及び連携体制を整備し、定期

的に周知、訓練を行う。訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が

得られるよう連携に努める。 

(22)衛生管理等 

・利用者の使用する施設、食器、その他設備又は飲用水について、衛

生的な管理に努め、必要な措置を講じる。 

・感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概

ね６月に１回以上開催するほか、指針の策定、従業者に対する研修

及び訓練を実施。 
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(23)協力医療機関等 

・あらかじめ協力医療機関及び協力歯科医療機関を定めておく（近距

離が望ましい。）。 

・サービス提供体制の確保、夜間緊急時の対応等のため、介護老人福

祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等との連携及び支援

体制を整える。 

(24)掲示 
見やすい場所に、運営規程の概要、勤務の体制その他利用申込者のサ

ービス選択に関係する重要事項を掲示する。 

(25)秘密保持等 

・サービス従業者（であった者）は、正当な理由がなく、その業務上

知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしてはならない。 

・事業者は、正当な理由がなく秘密を漏らすことがないよう必要な措

置を講ずる。 

・サービス担当者会議等で利用者等の個人情報を用いる場合は、利用

者等の同意をあらかじめ文書により得ておく。 

(26)広告 広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

(27)指定居宅介護支援事業者に対す

る利益供与の禁止 

指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業

者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産

上の利益を供与してはならない。 

(28)苦情処理 

・利用者・家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情受

付窓口を設置し、苦情の内容を記録する。 

・市町村からの文書等の物件の提出・提示の求めや質問・照会に応じ、

市町村・国保連が行う調査に協力するとともに、市町村・国保連か

ら指導又は助言を受けた場合は、必要な改善を行う。 

・市町村・国保連から求められた場合には、その改善の内容を報告す

る。 

(29)調査への協力等 
市町村が行う調査に協力するとともに、指導・助言を受けた場合は必

要な改善を行う。 

(30)地域との連携等 

サービス提供にあたっては、利用者・家族・地域住民の代表者・市町

村の職員又は地域包括支援センター職員・知見を有する者等により構

成される協議会（運営推進会議）を設置し、概ね２月に１回以上、活

動状況等を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望・助言等を聴

く機会を設ける（記録を作成し、公表する。）。 
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(31)事故発生時の対応 

・サービス提供により事故が発生した場合は、市町村・家族等に連絡

を行うとともに必要な措置を講じ、事故の状況・事故に際して採っ

た処置について記録する。 

・賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

(32)虐待の防止 
事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じなけ

ればならない。 

(33)会計の区分 
事業所ごとに経理を区分するとともに、事業会計とその他の事業の会

計を区分しなければならない。 

(34)記録の整備 

・従業者・設備・備品及び会計に関する諸記録を整備する。 

・利用者に対するサービス提供に関しては、①認知症対応型共同生活

介護計画、②提供した具体的なサービス内容等の記録、③身体的拘

束等の態様及び時間、利用者の状況、やむを得ない理由の記録、④

市町村への通知記録、⑤苦情内容等の記録、⑥事故の状況・事故に

際して採った処置についての記録、⑦運営推進会議の記録等を整備

し、その完結の日から２年間保存する。 

※ 運営基準のうち、(17)運営規程「⑦虐待の防止のための措置に関する事項」、(18)勤務体制の確保等における

認知症介護に係る基礎的な研修受講に関する事項、(20)業務継続計画の策定等、(22)衛生管理における感染症

の予防及びまん延の防止に関する事項、(32)虐待の防止については、令和６年３月３１日までは努力義務とさ

れていたが、令和６年４月１日から義務化となっている。 
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 （４） 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

小規模多機能型居宅介護に訪問看護を加えたもので、４種類の介護サービスを１つの事業所から受ける

ことが可能になったサービスです。 

 

＜サービスの特徴＞ 

➣看護小規模多機能型居宅介護の登録者については、事業所の介護支援専門員が居宅サービス計画の作成を

はじめとするケアマネジメントを担当する（登録者について指定居宅介護支援は行われない。）。 

➣看護小規模多機能型居宅介護は、可能な限り利用者が在宅生活の継続を目的としたサービスであり、居住機

能を担う施設への移行を前提としていないが、利用者がその様な施設への入所・入居を希望した場合は、円滑

にそれらの施設への入所等が行われるよう努める。 

➣看護小規模多機能型居宅介護事業所が①認知症対応型共同生活介護、②地域密着型特定施設、③地域密着型

介護老人福祉施設、④介護療養型医療施設等のいずれかを併設するときは、連続的・一体的サービス提供の観

点から、それぞれ人員基準を満たしている場合人員配置を一体として運営することが認められている。 

➣１つの本体事業所に対して 2箇所までサテライト事業所を設置することができる。 

 

＜人員配置＞ 

職種 員数 資格等 

介護従業者 

 

〔夜間及び深夜を除く時間帯〕 

①通いのサービスの利用者の数が３又はその端数

を増すごとに、常勤換算方法で 1人以上配置 

②訪問サービスの提供に当たる介護従業者を常勤

換算法で２人以上 

※サテライト型においては常勤換算法によらず２

人以上 

 ※本体事業所とサテライト事業所における訪問

サービスは一体的に提供することが可能 

 

〔夜間及び深夜の時間帯〕 

①夜間及び深夜の時間帯を通じて、介護従業者 

1 人以上配置 

②夜間及び深夜の時間帯を通じて、宿直勤務に 

1 人以上 

※宿泊サービスの利用者がいない場合は、夜間及

び深夜の時間帯を通じて宿直勤務又は夜間及び深

夜の勤務を行う介護従業者を置かないことができ

①うち１人以上は常勤の保

健師又は看護師 

②常勤換算方法で２．５人以

上は看護職員（保健師、看護

師又は准看護師） 

※サテライト事業所は、看護

職員は常勤換算方法で１人

以上 

③通い及び訪問サービスの

提供に当たる介護従事者の

うち１人以上は看護職員 

 



 

- 38 - 

 

る。 

※サテライト事業所においては、本体事業所の宿

直職員が、サテライト事業所の登録者からの訪問

サービスの要請に適切に対応できるときは置かな

いことができる。 

 

※上述の基準を満たすほか、併設されている以下

の施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置

いているときは、その施設等の職務に従事できる。 

 

指定認知症対応型共同生活介護事業所 

指定地域密着型特定施設 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

指定介護療養型医療施設 

介護医療院 
 

管理者 専従・常勤。 

ただし当該事業所の管理上支障がない場合は、当

該事業所の他の職務、当該事業所に併設する以下

の施設等の職務、又は当該複合型事業所が健康保

険法による指定を受けた訪問看護ステーションで

ある場合に、当該複合型事業所の管理者又は従事

者の職務を兼ねることができる。 
 

指定認知症対応型共同生活介護事業所 

指定地域密着型特定施設 

指定地域密着型介護老人福祉施設 

指定介護療養型医療施設 

介護医療院 

 

※サテライト事業所は、本体事業所の管理者を充

てることができる。 

①特別養護老人ホーム等の

職員又は訪問介護員等とし

て３年以上認知症である者

の介護に従事した経験を有

する者 

②「認知症対応型サービス事

業管理者研修」を修了若しく

は修了しているものとみな

される者、又は保健師若しく

は看護師 

介護支援専

門員等 

 

原則、専従。 

ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、

当該事業所の他の職務に従事し、又は当該事業所

に併設する以下の施設等の職務に従事することが

できる。 

①介護支援専門員であるこ

と。 

②「小規模多機能型サービス

等計画作成担当者研修」の研

修を修了、又は修了している
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※サテライト事業所は、介護支援専門員を置かず、

看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従

事する「小規模多機能型サービス等計画作成担当

者研修」を修了している者に代えることができる。

この場合、居宅サービス計画の作成及び市町村へ

の届出代行は本体事業所の介護支援専門員が行

う。 

・指定認知症対応型共同生活介護事業所 

・指定地域密着型特定施設 

・指定地域密着型介護老人福祉施設 

・指定介護療養型医療施設 

・介護医療院 
 

とみなされる者 

 

代表者 

 

基本的には、理事⾧や代表取締役といった運営し

ている法人の代表者。 

ただし法人規模によって理事⾧や代表取締役等を

地域密着型サービス部門の代表者として扱うのは

合理的ではないと判断される場合は、その部門の

責任者などを代表者として差し支えない。 

①特別養護老人ホーム等の

職員又は訪問介護員等とし

て、認知症である者の介護に

従事した経験を有する者、又

は保健医療サービス若しく

は福祉サービスの提供を行

う事業の経営に携わった経

験を有する者。 

②「認知症対応型サービス事

業者開設者研修」を修了、又

は修了したとみなされる者

又は保健師若しくは看護師

※代表者交代の半年後又は

次回の研修日程のいずれか

早い日までに修了すること。 

 

＜定員・設備基準＞ 

 基準 

定員 

 

・登録定員の数は 29人以下とする。（サテライト事業所：18人以下） 

・通いサービスの利用定員は、登録定員の 1/2～15人まで。（同：1/2～12人） 

登録定員が 25 人を超える事業所については、登録定員に応じて、次の表に定め

る利用定員とする。※ただし、利用定員が 15 人を超える場合は、居間及び食堂
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を合計した面積が、利用者１人当たり３㎡以上を確保する必要がある。  

 

登録定員 利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

・宿泊サービスの利用定員は、通いサービス利用定員の 1/3～９人まで。 

（同：1/3～６人） 

立地条件 ・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民等との交流の機会が確保

される地域 

・地域住民等との交流の機会を確保するため、小規模多機能型居宅介護事業所の

理念や事業所の運営方針について、近隣住民への説明を行うこと。 

・サテライト事業所は、本体事業所からの移動に要する時間が自動車等で概ね２

０分以内の近距離であること。 

居間 ・それぞれに必要な広さを有すること。 

・居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。 

・居間及び食堂は同一の場所にできるが、それぞれの機能が独立していることが

望ましい。 

・利用者及び介護従業者が一堂に会するのに十分な広さを確保されていること。 

食堂 

併設事業所 

 

指定看護小規模多機能型事業所と他の施設・事業所との併設については、指定看

護小規模多機能型居宅介護として適切なサービスが提供されることを前提に認

められるものである。 

宿泊室 

 

①個室。ただし利用者の処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができ

る。 

②一の宿泊室の面積は、7.43 ㎡以上。 

③①及び②を満たす宿泊室（個室という。）以外の宿泊室を設ける場合は、個室以

外の面積を合計した面積が概ね 7.43 ㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定

員数を減じた数を乗じて得た面積以上とする。 

④①及び②を満たす個室以外の宿泊室の構造は、利用者のプライバシーが確保さ

れたものであること。 

・居間は、プライバシーが確保されたものであれば、個室以外の宿泊室の面積に

含めて差し支えない。 

※プライバシーが確保されたものとは、例えば、パーティションや家具などによ

り利用者同士の視線の遮断が確保されるようなものである必要があるが、壁やふ

すまのような建具まで要するということではない。ただし、カーテンはプライバ
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シーが確保されたものとは考えにくいことから認められないものである。 

・他の利用者が通らない宿泊室と連続した縁側等については、宿泊室の面積に含

めて差し支えない。 

台所 設置すること。 

浴室 設置すること。 

事務室 設置すること。 

消火設備・そ

の他非常災

害に際して

必要な設備 

消防法その他の法令等に規定された設備を設置すること。 

※上記の設備は、専ら指定看護小規模多機能型居宅介護の事業の用に供するものでなければならない。

ただし利用者に対するサービスの提供に支障がない場合は、この限りでない。 

※指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の居間及び食堂について、事業所が小規模の場合などを除

き、他サービスの居間等と共用することは認められない。 
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【看護小規模多機能型居宅介護の運営基準】 

(1)内容・手続の説明と同意 
あらかじめ利用申込者又は家族に対し、運営規程の概要等サービス選択に

関係する重要事項を文書で説明、同意を得て提供を開始する。 

(2)提供拒否の禁止 正当な理由なく、サービス提供を拒んではならない。 

(3)サービス提供困難時の対応 
通常の事業の実施地域等を勘案し、適切なサービスの提供が困難な場合、居

宅介護支援事業者への連絡や他の事業者等の紹介等を行う。 

(4)受給資格等の確認 

被保険者証により、被保険者資格、要介護認定の有無や有効期間を確認す

る。被保険者証に認定審査会意見の記載があるときは、それに配慮してサー

ビスを提供する。 

(5)要介護認定の申請に係る援

助 
認定申請を行っていない利用申込者の申請（更新認定の申請）を援助する。 

(6)心身の状況等の把握 
サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、環境、他の保健医療

サービス・福祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

(7)居宅サービス事業者等との

連携 

居宅サービス事業者や保健医療サービス・福祉サービス提供者、主治医等と

連携し、サービス提供終了時には、利用者又は家族に対する適切な指導を行

うとともに、居宅介護支援事業者に情報を提供する。 

(8)身分を証する書類の携行 
従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものは身分を証する書類を携行

し、初回訪問時と利用者・家族から求められたときは提示する。 

(9)サービスの提供の記録 

提供日、内容、代理受領のサービス費用額等を居宅サービス計画記載の書面

等に記載し、利用者から申し出があった場合は、文書の交付等により情報を

提供する。 

(10)利用料等の受領 

通常の事業の実施地域以外に送迎する費用、訪問サービスに要した交通費

の額、食事の提供に要する費用、宿泊に要する費用、おむつ代、日常生活費

のうち利用者負担が適当と認められる費用の支払を受けられる（あらかじ

め利用者、家族にその内容を説明し、同意を得なければならない。）。 

(11)保険給付の請求のための証

明書の交付 

法定代理受領サービスに該当しない利用料の支払を受けた場合、内容、費用

等を記載したサービス提供証明書を利用者に交付する。 
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(12)指定看護小規模多機能型居

宅介護の取扱方針 

＜基本取扱方針＞ 

・指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化

の防止に資するよう、目標を設定し、計画的にサービス提供を行わなけれ

ばならない。 

・事業者は自ら提供するサービスの質の評価を行い、結果を公表し、常に改

善を図らなければならない。 

＜具体的取扱方針＞ 

・利用者ごとに作成されたサービス計画に基づき、漫然かつ画一的にならな

いように、利用者の機能訓練及び日常生活を営む上での必要な援助を行

わなければならない。 

・緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等利用者の行動を制限する行為

を行ってはならない（やむを得ない場合は理由を記録する。）。 

・通いサービス利用者が登録定員に比べて著しく（３分の１以下が目安）少

ない状態が続いてはならない。 

・通いサービス未利用の日でも訪問サービスの提供、電話連絡による見守り

等を行い適切なサービス提供をする（概ね週４日以上の提供が目安）。 

・看護サービスは適切に提供する（特殊な看護は行ってはならない。）。 

(13)主治の医師との関係 
常勤の保健師又は看護師は、主治の医師の指示（文書による）に基づきサー

ビスを提供する。 

(14)居宅サービス計画の作成 
管理者は、介護支援専門員に、登録者の居宅サービス計画の作成業務を担当

させる（計画作成は居宅介護支援等基準に沿って行う。）。 

(15)法定代理受領サービスの報

告 

市町村（国保連）に、居宅サービス計画に位置づけられている法定代理受領

サービスに関する情報を文書（給付管理票）で提出する。 

(16)利用者に対する居宅サービ

ス計画等の書類の交付 

登録者が、他の小規模多機能型居宅介護の利用を希望する場合等に、登録者

に直近の居宅サービス計画・実施状況の書類を交付する。 
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(17)看護小規模多機能型居宅介

護計画及び報告書の作成 

・管理者は、介護支援専門員に看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に関

する業務を、看護師等に報告書の作成に関する業務を担当させる。 

・計画の作成に当たっては、地域における活動への参加の機会提供等によ

り、利用者の多様な活動の確保に努める。 

・介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望と環境を踏まえ、他の従業

者と協議の上、援助の目標、目標達成のための具体的なサービス内容等を

記載した計画を作成するとともに、計画を基本としつつ、利用者の日々の

様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービスと宿泊サ

ービスを組み合わせた介護を行う。 

・介護支援専門員は、計画の作成にあたって、その内容を利用者・家族に対

して説明し、利用者の同意を得て、計画を交付する。 

・計画の作成後、実施状況と利用者の態様の変化等を把握し、必要に応じて

計画の変更を行う。 

・看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した報告書を作成する。 

(18)介護等 

・利用者の負担により、従業者以外による介護を受けさせてはならない。 

・食事等の家事等は、可能な限り利用者と介護従事者が共同で行うよう努め

る。 

(19)社会生活上の便宜の提供等 

・日常生活上必要な行政手続等について、利用者・家族が行う事が困難な場

合は、同意を得て代わって行う。 

・常に家族との連携を図り、利用者・家族との交流等の機会を確保するよう

努める。 

(20)利用者に関する市町村への

通知 

利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態の程度を悪化させたとき

や、不正な受給があるときなどは、意見を付け市町村に通知する。 

(21)緊急時等の対応 

・サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合そ

の他必要な場合は、速やかに主治医へ連絡を行う等の必要な措置を講ず

る。 

・従業者が看護職員である場合は、必要に応じて臨時応急の手当をする。 

(22)管理者の責務 

管理者は、事業所の従業者の管理、利用申込みに係る調整、業務の実施状況

の把握その他の管理を一元的に行い、規定を遵守させるため必要な指揮命

令を行う。 
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(23)運営規程 

①事業の目的・運営の方針、②従業者の職種・員数・職務内容、③営業日及

び営業時間、④登録定員並びに通い及び宿泊サービスの利用定員、⑤サービ

スの内容・利用料等の費用の額、⑥通常の事業の実施地域、⑦サービス利用

の留意事項、⑧緊急時等における対応方法、⑨非常災害対策、⑩虐待の防止

のための措置に関する事項、⑪その他運営に関する重要事項などについて、

運営規程に定める。 

(24)勤務体制の確保等 

・適切なサービスを提供できるよう、従業者の勤務の体制を事業所ごとに定

め、資質の向上のために、その研修の機会を確保する。 

・事業者は、全ての従業者に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講ずる。 

・適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な

範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するた

めの方針の明確化等の必要な措置を講ずる。 

(25)定員の遵守 
登録定員及び利用定員を超えてサービスを提供してはならない。ただし、災

害等やむを得ない事情がある場合は除く。 

(26)業務継続計画の策定等 
感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する適切なサービス提供

を継続するための計画を定め、必要な措置を講ずる。 

(27)非常災害対策 

非常災害計画を立て、関係機関への通報及び連携体制を整備し、定期的に周

知、訓練を行う。訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう

連携に努める。 

(28)衛生管理等 

・利用者の使用する施設、食器、その他設備又は飲用水について、衛生的な

管理に努め、必要な措置を講じる。 

・感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね６

月に１回以上開催するほか、指針の策定、従業者に対する研修及び訓練を

実施。 

(29)協力医療機関等 

・あらかじめ協力医療機関及び協力歯科医療機関を定めておく（近距離が望

ましい。）。 

・サービス提供体制の確保、夜間緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護医療院、病院等との連携及び支援体制を整える。 
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(30)掲示 
見やすい場所に、運営規程の概要、勤務の体制その他利用申込者のサービス

選択に関係する重要事項を掲示する。 

(31)秘密保持等 

・サービス従業者（であった者）は、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用者又は家族の秘密を漏らしてはならない。 

・事業者は、正当な理由がなく秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講

ずる。 

・サービス担当者会議等で利用者等の個人情報を用いる場合は、利用者等の

同意をあらかじめ文書により得ておく。 

(32)広告 広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

(33)指定居宅介護支援事業者に

対する利益供与の禁止 

指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者に

よるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益

を供与してはならない。 

(34)苦情処理 

・利用者・家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情受付窓口

を設置し、苦情の内容を記録する。 

・市町村からの文書等の物件の提出・提示の求めや質問・照会に応じ、市町

村・国保連が行う調査に協力するとともに、市町村・国保連から指導又は

助言を受けた場合は、必要な改善を行う。 

・市町村・国保連から求められた場合には、その改善の内容を報告する。 

(35)調査への協力等 
市町村が行う調査に協力するとともに、指導・助言を受けた場合は必要な改

善を行う。 

(36)地域との連携等 

サービス提供にあたっては、利用者・家族・地域住民の代表者・市町村の職

員又は地域包括支援センター職員・知見を有する者等により構成される協

議会（運営推進会議）を設置し、概ね２月に１回以上、通いサービス及び宿

泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要

な要望・助言等を聴く機会を設ける（記録を作成し、公表する。）。 

(37)居住機能を担う併設施設等

への入居 

可能な限り居宅生活を継続できるよう支援しつつ、利用者が施設等へ入所

等を希望した場合は、円滑に入所等が行えるよう必要な措置を講ずるよう

努める。 
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(38)事故発生時の対応 

・サービス提供により事故が発生した場合は、市町村・家族等に連絡を行う

とともに必要な措置を講じ、事故の状況・事故に際して採った処置につい

て記録する。 

・賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行う。 

(39)虐待の防止 
事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じなければ

ならない。 

(40)会計の区分 
事業所ごとに経理を区分するとともに、各介護サービスの事業の会計とそ

の他の事業の会計を区分しなければならない。 

(41)記録の整備 

・従業者・設備・備品及び会計に関する諸記録を整備する。 

・利用者に対するサービス提供に関しては、①居宅サービス計画、②看護小

規模多機能型居宅介護計画、③身体的拘束等の態様及び時間、利用者の状

況、やむを得ない理由の記録、④主治医の指示の文書、⑤看護小規模多機

能型居宅介護報告書、⑥具体的なサービス内容等の記録、⑦市町村への通

知記録、⑧苦情内容等の記録、⑨事故の状況・事故に際して採った処置に

ついての記録、⑩運営推進会議の記録等を整備し、その完結の日から２年

間保存する。 

※ 運営基準のうち、(23)運営規程「⑩虐待の防止のための措置に関する事項」、(24)勤務体制の確保等における

認知症介護に係る基礎的な研修受講に関する事項、(26)業務継続計画の策定等、(28)衛生管理における感染症

の予防及びまん延の防止に関する事項、(39)虐待の防止については、令和６年３月３１日までは努力義務とさ

れていたが、令和６年４月１日から義務化となっている。 
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４ 地域との連携（運営推進会議等） 

（１）運営推進会議 

地域密着型サービス事業所においては、運営条例に基づき、運営推進会議（定期巡回・随時対

応型訪問介護看護においては、介護・医療連携推進会議）を開催する必要があります。 

利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市町村職員又は地域包括支援センター職員、当該

サービスに知見を有する者等により構成される運営推進会議を設置し、各サービスで定められた

頻度において、運営推進会議に対し活動状況を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助

言等を聴くことが求められます。 
 

（目的） 

地域密着型サービス事業所が、利用者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサ

ービスの内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開

かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置します。 

 

（対象事業所・開催頻度） 

サービス種別 開催頻度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

地域密着型通所介護 

認知症対応型通所介護 

おおむね６か月に１回 

小規模多機能型居宅介護 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

おおむね２か月に１回 

 

（記録・公表） 

運営推進会議へ報告、運営推進会議からの評価、要望、助言についての記録を作成するとともに、

当該記録を公表しなければならないとされています。 

記録➩運営推進会議の報告等の記録は、２年間保存すること。 

公表➩評価の結果は、法人のホームページ又は事業所内の見やすい場所への掲示などにより公表す

ること。 
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（２）自己評価・外部評価の実施 

認知症対応型共同生活介護事業者は、都道府県が定める実施回数に従い、自ら提供するサービス

の質の評価（自己評価）を行うとともに、外部のものによる評価（外部評価）を受け、それらの結

果を公表し、常に改善を図ることが求められています。 

令和３年度報酬改定により、「従来の外部評価機関による評価」と「運営推進会議を活用した評

価」（（３）参照）を実施するか選択制となりました。 

 

（３）運営推進会議等を活用した評価の実施 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、小規模多機能型

居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所は、事業所自らその提供するサービスの質の

評価（自己評価）を行うとともに、その結果について、介護・医療連携推進会議又は運営推進会議

において第三者の観点からサービスの評価を受ける必要があります。 
 

（対象事業所・評価方法） 

サービス種別 評価方法 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 介護・医療連携推進会議での評価 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 
運営推進会議での評価 

認知症対応型共同生活介護 次のいずれか 

・評価機関による外部評価 

・運営推進会議を活用した評価 

 

 

（評価の実施方法） 

①認知症対応型共同生活介護事業所 

「従来の評価機関による外部評価」と「運営推進会議を活用した評価」のいずれかにより行います。 

ア 自己評価について 

事業所が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、認知症対応型共同生活介護事業

所として提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上

につなげていくことを目指す。 

 イ 運営推進会議における評価について 

  事業所自己評価で取りまとめたサービス内容や課題等について、運営推進会議に報告した上で、

第三者の観点から意見を得ることにより、新たな課題や改善点を明らかにし、サービスの質の向

上を図るとともに、地域包括ケアの中で事業所の役割を明らかにすることが目的である。 

運営推進会議を活用した評価を行う場合、市町村職員又は地域包括支援センター職員、公正・

中立な第三者の立場にある者の参加が必要である。（当日やむを得ない事情で欠席した場合であ
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っても、あらかじめ意見を求め、会議において報告する等により、一定の関与を確保する必要が

ある。） 

※要件を満たさない場合は、評価を実施したとすることができない。 

※詳細は、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第９７条第

８項に規定する自己評価・外部評価の実施等について（平成 18 年 10 月 17 日老計初第１０

１７００１号【令和３年３月 15日改正】）を参照。 

 

②小規模多機能型居宅介護 
 

ア 自己評価について 

  事業所の全ての従業者が自ら提供するサービス内容について振り返りを行う自己評価（スタッ

フ個別評価）と、その結果を相互に確認しながら、事業所が提供するサービス内容について振り

返りとして行う自己評価（事業所自己評価）により構成される。 
 

 イ 運営推進会議における評価について 

  事業所自己評価で取りまとめたサービス内容や課題等について、第三者の観点から意見を得る

ことにより、新たな課題や改善点を明らかにし、サービスの質の向上を図るとともに、地域包括

ケアの中で事業所の役割を明らかにすることが目的である。 

運営推進会議には、市町村職員又は地域包括支援センター職員、公正・中立な第三者の立場に

ある者の参加が必要である。（会議への出席が困難な場合も一定の関与を確保する。） 

 

③看護小規模多機能型居宅介護 

 

 ア 自己評価について 

  事業所の全ての従業者が自ら提供するサービス内容について振り返りを行う自己評価（従業者

等自己評価）と、その結果を相互に確認しながら、事業所が提供するサービス内容について振り

返りとして行う自己評価（事業所自己評価）により構成される。 
 

 イ 運営推進会議における評価について 

  事業所自己評価で取りまとめたサービス内容や課題等について、第三者の観点から意見を得る

ことにより、新たな課題や改善点を明らかにし、サービスの質の向上を図るとともに、地域包括

ケアの中で事業所の役割を明らかにすることが目的である。 

運営推進会議には、市町村職員又は地域包括支援センター職員、公正・中立な第三者の立場に

ある者の参加が必要である（会議への出席が困難な場合も一定の関与を確保する。）。 

 

※定期巡回・随時対応型訪問介護看護は省略 
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（結果の公表） 

自己評価及び外部評価の結果は、利用者及び利用者の家族へ提供するとともに、「介護サービスの

情報公表制度」に基づく「介護サービス情報公表システム（ＷＡＭ ＮＥＴ）」活用し公表すること

が考えられますが、以下の方法により実施しても差し支えありません。 

①法人ホームページへ掲載する。 

②事業所内の見やすい場所へ掲示する。 

③市町村窓口や地域包括支援センターへ掲示する。 

  従来の評価機関による外部評価の場合（認知症対応型共同生活介護のみ）は、 

  評価機関は、利用希望者の選択に資するため、「自己評価及び外部評価結果」と「目標達成計画」

を「介護サービス情報公表システム（ＷＡＭ ＮＥＴ）」により公表する。 

事業所は、評価結果等について、 

①利用申込者・家族に対する説明の際に交付する重要事項を記した文書に添付して説明する。 

②事業所内の見やすい場所やホームページに掲示する。 

③利用者・家族に送付等する。 

④運営推進会議で説明する。 

⑤指定を受けた市町村に評価結果を提出する。 

 

（４）認知症対応型共同生活介護事業者の外部評価の実施を２年に１回とする取り扱い 

都道府県は、少なくとも年に１回は自己評価と外部評価又は運営推進会議を活用した評価を実施

させることとされています。ただし、過去に外部評価を５年間継続して実施し、一定の要件を満た

す事業者については、外部評価を２年に１回とすることができます。（運営推進会議を活用した評

価については、免除規定はありません。） 

※ 詳細については道の外部評価実施要綱等をご確認ください。 

 


